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令和６年度神栖市一般会計補正予算（第９号）

令和６年度神栖市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５５９，０５３千

円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４７，３５１，５

６６千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費の補正）

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。

（地方債の補正）

第３条 地方債の追加は、「第３表 地方債補正」による。

上記については、市議会を招集する時間的余裕がないので、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、専決

処分する。

令和７年１月２１日

神栖市長 石 田 進
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歳　　入

款 項

15 国 庫 支 出 金

 2 国 庫 補 助 金

18 寄 附 金

 1 寄 附 金

19 繰 入 金

 2 基 金 繰 入 金

22 市 債

 1 市 債

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　 入　　　　　 合　　　　　 計

第１表　歳入歳出予算補正
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（単位：千円）

7,658,885 293,118 7,952,003

2,095,387 293,118 2,388,505

512,105 160,000 672,105

512,105 160,000 672,105

4,692,028 99,235 4,791,263

4,692,027 99,235 4,791,262

2,194,200 6,700 2,200,900

2,194,200 6,700 2,200,900

46,792,513 559,053 47,351,566

補正前の額 補　正　額 計
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歳　　出

款 項

 2 総 務 費

 1 総 務 管 理 費

 3 民 生 費

 1 社 会 福 祉 費

 2 児 童 福 祉 費

 9 教 育 費

 5 社 会 教 育 費

　　　　　　　　　　　　　歳　　　　　 出　　　　　 合　　　　　 計

第１表　歳入歳出予算補正

- 6 -



（単位：千円）

5,205,660 240,000 5,445,660

3,877,251 240,000 4,117,251

18,409,155 293,118 18,702,273

9,023,502 264,420 9,287,922

7,266,444 28,698 7,295,142

6,958,921 25,935 6,984,856

1,174,424 25,935 1,200,359

46,792,513 559,053 47,351,566

補正前の額 補　正　額 計
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　追　　加

款

  ３　民生費

  ３　民生費

合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計

　２　児童福祉費

第２表　繰越明許費補正

項

　１　社会福祉費
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合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計 293,118

　　非課税子育て世帯給付金支給事業（こども加算） 28,698

第２表　繰越明許費補正

 (単位：千円)

事　　　　業　　　　名 金　　　額

　　住民税非課税世帯給付金事業 264,420
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第３表　地方債補正

追　　加

起　債　の　目　的 限 度 額 起債の方法

文 化 セ ン タ ー 整 備 事 業 6,700 普通貸借又
は証券発行
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（単位：千円）

利　　率 償 還 の 方 法

　年利 5.0％以内（ただし、利
率見直し方式で借り入れる政府
資金及び地方公共団体金融機構
資金について、利率の見直しを
行った後においては、当該見直
し後の利率）

政府資金については、その融資条件
により、銀行その他の場合にはその債
権者と協定するものによる。ただし、
市財政の都合により据置期間及び償還
期限を短縮し、又は繰上償還もしくは
低利に借換えすることができる。
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令和６年度 神栖市一般会計補正予算(第９号)に関する説明書 
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１．総　括

歳　　入

款 補正前の額

15. 国 庫 支 出 金 7,658,885

18. 寄 附 金 512,105

19. 繰 入 金 4,692,028

22. 市 債 2,194,200

歳 入 合 計 46,792,513

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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（単位：千円）

補　正　額 計

293,118 7,952,003

160,000 672,105

99,235 4,791,263

6,700 2,200,900

559,053 47,351,566
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歳　　出

 2. 総 務 費 5,205,660 240,000 5,445,660

 3. 民 生 費 18,409,155 293,118 18,702,273

 9. 教 育 費 6,958,921 25,935 6,984,856

歳 出 合 計 46,792,513 559,053 47,351,566

款 補正前の額 補　正　額 計
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（単位：千円）

国県支出金 地 方 債 そ の 他

240,000

293,118

6,700 19,235

293,118 6,700 259,235

補　正　額　の　財　源　内　訳

特　　定　　財　　源
一 般 財 源
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２．歳　入

(款) 15.国庫支出金 (項)  2.国庫補助金

26. 物価高騰対応重点支援地方創 1,060,758 293,118 1,353,876

生臨時交付金

　　　　　 計 2,095,387 293,118 2,388,505

(款) 18.寄附金 (項)  1.寄附金

11. 総務費寄附金 503,000 160,000 663,000

　　　　　 計 512,105 160,000 672,105

(款) 19.繰入金 (項)  2.基金繰入金

 1. 財政調整基金繰入金 3,957,689 99,235 4,056,924

　　　　　 計 4,692,027 99,235 4,791,262

(款) 22.市　債 (項)  1.市　債

 9. 教育債 271,800 6,700 278,500

　　　　　 計 2,194,200 6,700 2,200,900

目 補正前の額 補　正　額 計
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（単位：千円）

金 額

 1. 物価高騰対応重点 293,118  1 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

支援地方創生臨時

交付金

 1. 総務管理費寄附金 160,000  1 神栖市ふるさとづくり寄附金

 1. 財政調整基金繰入 99,235  1 財政調整基金繰入金

金

 4. 文化センター整備 6,700  1 文化センター整備事業

事業債

節

区　　　分
説　　　　　明
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３．歳　出

(款)  2.総務費 (項)  1.総務管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 6. 企画費 581,937 80,000 661,937 80,000

38. 神栖市ふるさとづく 500,046 160,000 660,046 160,000

り基金費

　　　計 3,877,251 240,000 4,117,251 240,000

(款)  3.民生費 (項)  1.社会福祉費

 1. 社会福祉総務費 1,436,089 264,420 1,700,509 264,420

　　　計 9,023,502 264,420 9,287,922 264,420

(款)  3.民生費 (項)  2.児童福祉費

 1. 児童福祉総務費 438,266 28,698 466,964 28,698

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特 定 財 源
一 般 財 源
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（単位：千円）

57 ふるさと納税推進事業       80,000

11. 役務費 280 11 役務費 280

   3 手数料 280

12 委託料 79,341

12. 委託料 79,341   70 ふるさと納税業務委託料 79,341

13 使用料及び賃借料 379

  AO システム使用料 379

13. 使用料及び賃借料 379

 1 神栖市ふるさとづくり基金      160,000

24. 積立金 160,000 24 積立金 160,000

   1 神栖市ふるさとづくり基金元金 160,000

57 住民税非課税世帯給付金事業      264,420

 3. 職員手当等 600  3 職員手当等 600

   5 時間外勤務手当 600

10 需用費 775

10. 需用費 775    1 消耗品費 775

11 役務費 2,604

   1 通信運搬費 1,575

11. 役務費 2,604    3 手数料 1,029

12 委託料 7,270

  21 電算処理委託料 997

12. 委託料 7,270   37 給付金事務支援業務委託料 6,273

13 使用料及び賃借料 1,171

   5 複写機使用料 324

13. 使用料及び賃借料 1,171   25 システム借上料 847

18 負担金補助及び交付金 252,000

  70 住民税非課税世帯給付金 252,000

18. 負担金補助及び交 252,000

付金

58 非課税子育て世帯給付金支給事業（こども加算）      28,698

 3. 職員手当等 150  3 職員手当等 150

   5 時間外勤務手当 150

10 需用費 92

10. 需用費 92    1 消耗品費 92

11 役務費 181

   1 通信運搬費 11

11. 役務費 181    3 手数料 170

13 使用料及び賃借料 275

  33 システム使用料 275

節

説　　　　明
区 分 金 額
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(款)  3.民生費 (項)  2.児童福祉費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

( 1 児童福祉総務費

)

　　　計 7,266,444 28,698 7,295,142 28,698

(款)  9.教育費 (項)  5.社会教育費

 6. 文化センタ－費 107,709 25,935 133,644 6,700 19,235

　　　計 1,174,424 25,935 1,200,359 6,700 19,235

補 正 額 の 財 源 内 訳

目 補正前の額 補　正　額 計 特 定 財 源
一 般 財 源
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（単位：千円）

18 負担金補助及び交付金 28,000

13. 使用料及び賃借料 275   62 非課税子育て世帯給付金（こども加算） 28,000

18. 負担金補助及び交 28,000

付金

 1 文化センター施設管理運営事業       25,935

10. 需用費 8,832 10 需用費 8,832

   2 燃料費 8,832

13 使用料及び賃借料 6,776

13. 使用料及び賃借料 6,776    9 機械借上料 6,776

14 工事請負費 10,327

   7 文化センター環境整備工事費 10,327

14. 工事請負費 10,327

節

説　　　　明
区 分 金 額
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１　一般職
 （１）　総　　括

　　会計年度任用職員以外の職員

(   )内は短時間勤務職員の人数であり，外数である

区分 扶養手当 地域手当 住居手当
単身赴任

手当
特殊勤務

手当
児童手当

補正後 47,178 158,005 40,360 3,147 32,130

補正前 47,178 158,005 40,360 3,147 32,130

比　 較

 （２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

　　会計年度任用職員以外の職員

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給　　　　　与　　　　　費

報酬 給料 職員手当

(19)

670 2,485,791 2,098,900

(19)

670 2,485,791 2,098,150

750

通勤手当
時間外勤務

手当

105,899 150,923

105,899 150,173

750

区　　　分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

制度改正に伴う増減分

その他の増減分 750

区　分 職員数

補正後

補正前

比　 較

職 員 手 当
の 内 訳

職員手当 750
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（単位：千円，人）

（単位：千円）
管理職員特
別勤務手当

管理職手当 期末手当 勤勉手当
退職手当
負担金

退職手当特別　　
負担金

義務教育等　　
教員特別手当

教員特殊
業務手当

2,195 93,216 565,900 497,297 324,606 77,454 528 62

2,195 93,216 565,900 497,297 324,606 77,454 528 62

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

計

4,584,691 847,866 5,432,557

4,583,941 847,866 5,431,807

750 750

説　　明 備　　考

住民税非課税世帯給付金事業等の実施に伴う増

共済費 合　　計 備　　考

- 25 -



  ３　民生費 　１　社会福祉費 　　住民税非課税世帯給付金事業

  ３　民生費 　２　児童福祉費
　　非課税子育て世帯給付金支給事業
   （こども加算）

令和６年度繰越

合　　　　　　　計

款 項 事　　　業　　　名
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 (単位：千円)

国県支出金 地 方 債 その他

264,420 264,420 264,420

28,698 28,698 28,698

293,118 293,118 293,118

明許費繰越計算書

左の財源内訳

未収入特定財源金　  額
翌  年  度
繰  越  額 既 収 入

特定財源
一般財源
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１．普　通　債　 14,085,391  15,174,222  

 (8) 教   育   債 5,163,872  5,117,757  

合　　　計 17,631,926  19,439,401  

地方債の令和４年度末における

及び令和６年度末における現

区　　分
令和４年度末
現　在　高

令和５年度末
現　在　高

- 28 -



現在高並びに令和５年度末

在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

令和６年度中
起 債 見 込 額

令和６年度中
元金償還見込額

2,800,000  1,266,234  16,707,988  

293,200  439,405  4,971,552  

2,800,000  1,777,502  20,461,899  

令和６年度中増減見込額
令和６年度末
現在高見込額
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